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経営成績 
 
１．２００４年度第３四半期連結決算について 
(1)連結決算の概要 
 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ２兆１，２３７億円 （１０４％） 
営 業 利 益 ３４３億円 （ ５４％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ７０９億円 （１５４％） 
少数株主持分控除前利益 ３５９億円 （５１６％） 
当 期 純 利 益 ２６６億円 （ － ％） 

 
当四半期においては、世界経済は、回復基調ながら、デジタル関連機器の需要に減速感が見

られたうえ、原油をはじめとする世界的な原材料価格の高騰の影響を受けて、成長率の鈍化が
見られました。 
 日本経済についても、輸出が減速し、設備等への投資が一巡したことに加え、デジタル家電
市場の活況が一服する等、個人消費の伸びが鈍化した影響もあり、減速感が強まりました。 

 
このような状況下、当四半期における当社の連結べースの売上高は、情報通信システム部門

や、液晶の落ち込みの影響を受けた電子デバイス部門等が、前年同期を下回ったものの、電力・
産業システム部門や、高機能材料部門等が前年同期を上回り、全体としては、前年同期比４％
増の２兆１，２３７億円となりました。 
営業利益については、サーバやハードディスクドライブなどの価格下落の影響を受けた情報

通信システム部門や、市況の急激な落ち込みにより液晶の損益が悪化した電子デバイス部門が
大幅に前年同期を下回り、デジタルメディア・民生機器部門が赤字となったこと等により前年
同期比４６％減の、３４３億円となりました。 
 
営業外収益については、エルピーダメモリ上場に伴う持分変動利益の計上等により持分法投

資損益が大幅に改善したこと等により、前年同期比１６９％増の４９１億円となりました。営
業外費用については、事業構造改善費用が前年同期に比べ減少したこと等により、前年同期比
６４％改善し１２６億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比５４％増の７０９億円となりました。法人税

等３４９億円を差し引いた少数株主持分控除前利益は３５９億円となり、当期純利益は前年同
期を大幅に上回る２６６億円となりました。 

 
(2)部門別売上高・営業損益の概況 
 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ４,８２４億円 （ ９４％） 
営 業 利 益 ２１億円 （ １６％） 

情報通信システム部門の売上高は、ソフト／サービスは、ソフトウェアが減少したものの、
サービスではアウトソーシング事業等が堅調に推移し、全体では、前年同期を上回りました。
ハードウェアは、サーバやパソコン、ハードディスクドライブ等の価格下落の影響等により、
前年同期を下回りました。部門全体では前年同期比６％減の４,８２４億円となりました。 
営業利益については、ハードウェア全般の価格下落の影響により、前年同期比８４％減の 

２１億円となりました。 
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（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日

立ＧＳＴ）が行っており、３月決算会社である当社の２００４年度第３四半期決算においては、日立Ｇ
ＳＴの２００４年７－９月の数値を計上しています。 

 

[電子デバイス] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 

売 上 高 ３，００２億円 （ ９０％） 

営 業 利 益 ２２億円 （ １９％） 

 

電子デバイス部門の売上高は、日立ハイテクノロジーズの半導体・液晶関連製造装置が好調
に推移したものの、ディスプレイが液晶の急激な市況悪化の影響により大幅に減少したことか
ら、部門全体としては、前年同期比１０％減の３，００２億円となりました。 

営業利益については、日立ハイテクノロジーズが半導体・液晶関連製造装置を中心に増益と
なったものの、ディスプレイが価格低下等によって大幅に悪化したこと等により、前年同期比
８１％減の２２億円となりました。 
 

[電力・産業システム] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 

売 上 高 ５，６００億円 （１１６％） 

営 業 利 益 ５９億円 （１９６％） 

 

電力・産業システム部門の売上高は、上半期に中国における昇降機の生産・販売関連会社を
連結子会社化し、また当四半期にトキコを合併した影響に加え、日立建機が伸長したこと等か
ら、部門全体では、前年同期比１６％増の５，６００億円となりました。 

営業利益については、日立建機が増益となった他、空調システムや産業機械等が改善し、前
年同期比９６％増の５９億円となりました。 
 

[デジタルメディア・民生機器] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 

売 上 高 ３，２５３億円 （ ９９％） 

営 業 損 失 △１７億円 （ － ％） 

 

デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、プラズマテレビや液晶プロジェクタの出荷台
数が伸長したものの、白物家電が価格下落の影響を受けた他、日立マクセルも減収となり、部

門全体ではほぼ前年並みの３，２５３億円となりました。 
営業損益については、部門全体における価格下落の影響により、前年同期１１３億円の営業

利益から、１７億円の営業損失となりました。 
（注）光ストレージ事業は、１２月決算会社である日立ＬＧデータストレージ（ＨＬＤＳ）が行っており、３

月決算会社である当社の２００４年度第３四半期決算においては、ＨＬＤＳの２００４年７－９月の数
値を計上しています。 

 

[高機能材料] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 

売 上 高 ３，７９５億円 （１１５％） 

営 業 利 益 ２２０億円 （１４８％） 

 

高機能材料部門の売上高は、日立金属が、上半期からＮＥＯＭＡＸ（旧住友特殊金属）を連

結子会社化した影響に加え、自動車関連およびエレクトロニクス関連分野が好調に推移したこ

とにより大きく伸長し、日立化成工業も、自動車関連分野を中心に好調に推移したほか、日立
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電線が、銅価上昇により電線・ケーブルなどの売価が押し上げられたことにより大幅に増加し

ました。これらを受け、部門全体では前年同期比１５％増の３，７９５億円となりました。 
営業利益については日立化成工業、日立金属、日立電線が、いずれも好調に推移したこと等

により、前年同期比４８％増の２２０億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 ３，１２１億円 （１０１％） 
営 業 利 益 ２４億円 （ ７１％） 

 
物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流や日立モバイルが堅調に推移し、部門全体で

は前年同期並みの３，１２１億円となりました。 
営業損益については、海外販売会社を中心とする製品・サービスの価格低下の影響等により、

前年同期比２９％減の２４億円となりました。 
 
[金融サービス] 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 
売 上 高 １，３０３億円 （ ９５％） 
営 業 利 益 ８０億円 （１０９％） 

 
金融サービス部門の売上高は、前年同期比５％減の１，３０３億円となりました。 
営業利益については、前年同期比９％増の８０億円となりました。 

 
(3)国内・海外売上高の概況 
 

  ２００４年度第３四半期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 １兆３，０７９億円 （１０２％） 
海 外 売 上 高 ８，１５８億円 （１０６％） 

う ち ア ジ ア ３，３９５億円 （１０９％） 
う ち 北 米 ２，３８３億円 （１０４％） 
う ち 欧 州 １，７８３億円 （１０４％） 
そ の 他 の 地 域 ５９５億円 （１０４％） 

 

 当四半期の売上高は、電力・産業システム部門や高機能材料部門が好調に推移し、国内・海
外ともに前年同期を上回りました。 

国内売上高は、前年同期比２％増の１兆３，０７９億円となりました。 
海外売上高は、上半期に中国における昇降機の生産・販売関連会社を連結子会社化した影響

に加え、エレクトロニクス関連製品向けの材料や日立建機等が伸長したこと等から、前年同期
比６％増の８，１５８億円となりました。 
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 (4)財政状態 
 
 

 
 総資産は、当四半期にトキコを合併した影響等により、２００４年９月中間期末比 
２，０７４億円増の９兆８，４４３億円となりました。有利子負債は、２００４年９月中間期
末比１，４０５億円増の２兆６，０６４億円となりました。株主資本は、当期純利益の増加や、
トキコ合併に伴う資本剰余金の増加及び自己株式の減少等に伴い、２００４年９月中間期末比
５２９億円増の２兆２，７３０億円となりました。これにより株主資本比率は２００４年９月
中間期末比０．１ポイント改善し２３．１％となりました。Ｄ／Ｅレシオ（少数株主持分含む）
は、有利子負債の増加の影響により０．８３倍となりました。 
 
(5)キャッシュ・フローの状況 

 ２００４年度第３四半期 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー △３６６億円 ( ２０３億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △１，６９８億円 ( △３７３億円 ）

フリー・キャッシュ・フロー △２，０６４億円 ( △１７０億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー １，２４０億円 ( ２０７億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、当期純利益の大幅

増により、前年同期比２０３億円収入額が増加し、３６６億円の支出となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、注力事業を中心に設備投資を増額したこと等によっ

て、前年同期比３７３億円支出額が増加し、１，６９８億円の支出となりました。 
 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを

合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比１７０億円悪化し、２，０６４億円の支出
となりました。 

 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発

行等によって、前年同期比２０７億円収入額が増加し、１，２４０億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期中に８７９億円減少し、５，３１１億円と

なりました。 

 ２００４年度第３四半期末 ( 中間期末比増減 ）

総 資 産 ９兆８，４４３億円 ( ２，０７４億円 ）

負 債 合 計 ６兆６，８６５億円 ( １，４４１億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆６，０６４億円 ( １，４０５億円 ）

少 数 株 主 持 分 ８，８４８億円 ( １０４億円 ）

株 主 資 本 ２兆２，７３０億円 ( ５２９億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２３．１％ ( ０．1  ポイント改善 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８３倍 ( ０．０３ポイント悪化 ）
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２．２００４年度第３四半期までの９ヵ月通算の状況について 
 (1)連結決算の概要、部門別売上高・営業利益の概況 
  ■連結決算の概要 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
売 上 高 ６兆４，５３７億円 （１０６％） 
営 業 利 益 １，６１７億円 （１９４％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ２，０６９億円 （１５１％） 
少数株主持分控除前利益 １，０３８億円 （４８８％） 
当 期 純 利 益 ６７８億円 （８５８％） 

   
■部門別売上高の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
売 上 高 ６兆４，５３７億円 （１０６％） 
情報通信システム １兆５，５４２億円 （ ９９％） 
電子デバイス ９，９２３億円 （１０５％） 
電力・産業システム １兆６，８０９億円 （１０８％） 
デジタルメディア・民生機器 ９，７１５億円 （１０６％） 
高機能材料 １兆１，１９９億円 （１１８％） 
物流及びサービス他 ９，２２４億円 （１００％） 
金融サービス ４，０１１億円 （ ９９％） 
小計 ７兆６，４２６億円 （１０５％） 
消去又は全社 △１兆１，８８８億円 －    

 
■部門別営業利益の概況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
営 業 利 益 １，６１７億円 （１９４％） 
情報通信システム ３１１億円 （１６６％） 
電子デバイス ３２３億円 （２０８％） 
電力・産業システム １６０億円 （１４６％） 
デジタルメディア・民生機器 ８８億円 （ ７３％） 
高機能材料 ６２４億円 （２５９％） 
物流及びサービス他 ９９億円 （３２８％） 
金融サービス １８０億円 （１１６％） 
小計 １，７８８億円 （１７８％） 
消去又は全社 △１７１億円 －    

 
当四半期を含む９ヵ月における世界経済は、後半になって、アジアを中心とする原材料価格

の高騰等の影響を受けた企業業績の悪化があったものの、米国を中心としたＩＴ関連機器の需
要増加や中国の国内需要の増加等により、総じて回復基調で推移しました。 
 また、日本経済についても、後半にかけて電子デバイスの在庫増や関連製品の売上が伸び悩
んだものの、輸出と設備投資が牽引し、総じて堅調に推移しました。 

 
このような状況下、当四半期を含む９ヵ月における当社の連結べースの売上高は、前半のデ

ジタル家電市場の活況を受け、半導体・液晶製造装置等が好調に推移した電子デバイス部門や、
プラズマテレビ等が好調に推移したデジタルメディア・民生機器部門、エレクトロニクス関連
製品向け部品・材料を中心とする高機能材料部門等、ほとんどの部門が前年同期を上回り、全
体としては、前年同期比６％増の６兆４，５３７億円となりました。 
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営業利益については、情報通信システム部門や電子デバイス部門、高機能材料部門等、ほと

んどの部門が前年同期を上回り、前年同期比９４％増の、１，６１７億円となりました。 
 
営業外収益は、ルネサステクノロジやエルピーダメモリが大幅に改善したことにより持分法

投資損益が利益に転じましたが、有価証券売却益が減少したこと等により、前年同期比３６％

減の８０４億円となりました。営業外費用は、持分法投資損益や為替差損益が利益に転じたこ

と等により、前年同期比５１％改善し３５２億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比５１％増の２，０６９億円、法人税等 

１，０３０億円を差し引いた少数株主持分控除前利益は１，０３８億円となりました。当期純

利益は前年同期比７５８％増の６７８億円となりました。 
 
(2)国内・海外売上高の概況 
 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 ４兆０，１７２億円 （１０３％） 
海 外 売 上 高 ２兆４，３６４億円 （１１２％） 

う ち ア ジ ア １兆０，３３８億円 （１２０％） 
う ち 北 米 ６，８０８億円 （１０３％） 
う ち 欧 州 ５，２４６億円 （１１０％） 
そ の 他 の 地 域 １，９７１億円 （１１２％） 

 

 当四半期を含む９ヵ月における売上高は、前年同期を上回りました。 

国内売上高は、デジタルメディア・民生機器部門におけるプラズマテレビや、高機能材料部

門におけるエレクトロニクス関連製品向けの部品・材料等が伸長したこと等により、前年同期

比３％増の４兆０，１７２億円となりました。 

海外売上高は、社会インフラやデジタルメディア、エレクトロニクス関連部材が中国市場を

中心に伸長した他、欧米市場を中心に日立建機の建設機械が伸長し、前年同期比１２％増の 

２兆４，３６４億円となりました。 

 
(3)キャッシュ・フローの状況 

 ９ヵ月（４月～１２月）通算 ( 前年同期比増減 ）

営業活動に関するキャッシュ・フロー １，２１０億円 ( △４６５億円 ）

投資活動に関するキャッシュ・フロー △３，７０６億円 ( △８１０億円 ）

フリー・キャッシュ・フロー △２，４９５億円 ( △１，２７５億円 ）

財務活動に関するキャッシュ・フロー １２７億円 ( ８３２億円 ）

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、買入債務の支払い

が増加したこと等により、前年同期比４６５億円減少し、１，２１０億円の収入となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、注力事業を中心に設備投資を増額した他、大口の株

式売却がなかったこと等によって、前年同期比８１０億円支出額が増加し、３，７０６億円の

支出となりました。 
 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを

合計したフリー･キャッシュ･フローは、前年同期比１，２７５億円悪化し、２，４９５億円の
支出となりました。 

 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債の発
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行等によって、前年同期比８３２億円増加し、１２７億円の収入となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当四半期を含む９ヶ月間に２，３３２億円減少し、

５，３１１億円となりました。 
 
２００５年３月期決算の見通し 
 
連結決算 

 ２００５年３月期 （従来見通し比） （前 期 比） 
売 上 高 ８兆８，４００億円 （△６００億円） （１０２％） 
営 業 利 益 ２，６００億円 （△４００億円） （１４１％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ２，３５０億円 （△６５０億円） （ ９９％） 
少数株主持分控除前利益 ９５０億円 （△５５０億円） （２４７％） 
当 期 純 利 益 ５００億円 （△５００億円） （３１５％） 

 
個別決算 

 ２００５年３月期 （従来見通し比） （前 期 比） 
売 上 高 ２兆５，７００億円 （    ０億円） （１０３％） 
経 常 利 益 ２００億円 （△  ５０億円） （ ９９％） 
当 期 純 利 益 １００億円 （△３００億円） （ ２５％） 

 
当社では、今後の世界経済の動向について、中国の国内需要に支えられアジア経済が堅調に

推移する他、欧州経済についても緩やかな回復の継続を見込んでいるものの、米国においては、
減税や低金利等の経済政策の効果が薄れることにより、景気が緩やかに減速するものと見込ん
でおり、原油等原材料価格の高騰や、エレクトロニクス関連製品の市況悪化の影響もあって、
成長率が鈍化するものと見ております。  
 日本経済についても、デジタル家電需要の減速や、電子部品等の設備投資の鈍化が顕在化し
つつあり、減速感がさらに強まるものと予想しています。 
 
  このような環境のもと、当社の２００５年３月期の業績は、価格低下の影響を大きく受けた
他、情報通信システム部門の一部の案件で採算性が悪化したこと、さらに、こうした事態を踏
まえ、事業構造改善のための費用を計上すること等により、連結決算、個別決算ともに 
２００４年１０月２９日に行った２００４年９月中間期決算発表時点の見通しを下回り、上記
の通りの水準となる見込みです。なお、第４四半期の為替レートは１０３円／ドルを想定して
います。（注） 
 今後当社としては、注力事業への積極的な投資を進めるとともに、継続的な事業構造改革を
推進することにより、連結ベースでの競争力強化にむけた取り組みをさらに強化していきます。 
特に、情報通信システム部門の収益悪化につきましては、プロジェクトマネージャーの育成、

共通技術開発等によるシステム構築における生産性の向上、上流コンサルティング、アウト 
ソーシング事業の拡充などの施策をグループ一体となって加速的に推進し、堅固な事業基盤の

確立と不採算案件の再発防止に努めます。 
 

（注）本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的
であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがあり
えます。その要因のうち、主なものは以下の通りです。 

• 急激な技術変化（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社及び子会社の能力 
• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及

びデジタルメディア・民生機器部門） 
• 為替相場変動（特に円／ドル相場） 
• 資金調達環境（特に日本） 
• 製品需給及び為替変動に対応する当社及び子会社の能力 
• 主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 日本の株式相場変動 
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